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市町村合併と行政サービス度

Merger　of　Municipalities　and　Public　Administrative　Services

吉　村　　　弘

YOSHIMURA，　Hiroshi

Abstract

　The　aim　of　this　paper　is（1）to　indicate　the　general　tendency　of　relation　between　city

size　and　public　administrative　services（PAS）based　on　Japanese　data　in　2002，　thereby

（2）to　show　the　time　series　change　of　relation　between　city　size　and　PAS，　and（3）to

estimate　the　effects　of　merger　of　municipalities　on　PAS．

　The　main　results　are　as　fbllows．（1）We　can　show　the　relation　between　city　size　and

PAS　as‘‘increasing　function　with　upward　convex，”i．e．　as　the　size　of　a　city　increases，

PAS　of　the　city　increases　rapidly　at　first，　and　increases　moderately　in　the　range　above

500thousand　inhabitants。（2）This　tendency　in　2002　is　the　same　to　ones　in　2000　and

l998，　but　the　elasticity　of　city　size　to　PAS　decreases　a　little　from　1998　to　2002．（3）Thc

effects　of　merger　of　municipalities　on　PAS　are　plus　in　all　cases　with　better　off　rate　of

6－10％when　the　population　is　only　one　explanatory　variable，　and　are　plus　in　almost

cases　with　better　off　rate　3－6％when　the　population　and　area　are　explanatory　variables．

1．はじめに

　本稿の目的は，まず，平成14年の日本のデータに基づいて，都市の規模と

行政サービス度の間の一般的関係を導出し，それによって，都市規模との関

連で都市の行政サービス度を評価し，次に，都市規模と行政サービス水準の

　本稿は，文部科学省科学研究費補助金（基盤研究C2）「サービス経済化時代における都

市集積の経済性に関する実証的研究」（課題番号：13630064）による研究成果の一部である。
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関係の時系列的変化を考察し，最後に，市町村合併の行政サービス度に対す

る効果を推計することである。

　筆者は，拙稿［1］［2］［3］［4］によって，都市の行政サービスを都

市規模との関連で考察してきた。本稿は，その延長線上で，最新のデータを

フォローし，その変化を明らかにする。既に上記拙稿で述べたように，行政

サービス水準を数値化することは容易ではないが，以下に示す「日経地域情

報」のデータによって，敢えてこれを行い，最新のデータに基づいて市町村

合併の行政サービス水準への効果を推計したい。

2．資料

　採用する資料は，人口・面積については働地方財務協会『市町村別決算状

況調」（平成13年）による。また，行政サービス度については，日経産業消

費研究所『全国住民サービス番付2003－04』による。後者の調査は過去2回

行われている。第1回と第2回の相違は上記拙稿に示したが，今回は，この

調査問の相違の説明を割愛するので，詳しくは同資料を参照されたい。今回

調査の調査概要及び調査項目・集計・ランキング方法等は，同資料によれば

次のとおりである。

（1）調査名　全国市区の行政比較調査（第3回行政サービス調査〉

（2）調査対象　全国675市と東京23区

（3）調査方法　調査用紙を郵送

（4）調査時期2002年7月末～8月末

（5）回収結果　有効回答：650市と23区の計673市区（回答率96．4％）

（6）調査項目と集計・ランキング方法

　調査（指標）項目は「公共料金等」が4項目，「高齢化対策等」が6項目，

「少子化対策等」が7項目，「教育」が5項目，「住宅・インフラ」が8項目

の計30項目。調査時点は原則として料金や補助制度などは2002年4月1日，

インフラ関連は2001年3月末。インフラ関連の項目は都道府県から得たデー
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タも集計に加えた。料金やインフラ，施設規模などは項目ごとに料金ならば

安い順に，施設ならば大きい順に偏差値を出したうえで，5段階に分けて得

点化し、補助制度などは一定の加点方法で得点化した。満点は150点。

〈公共料金等（4項目）〉

①水道料金（口径13mm，2カ月間の使用量が48㎡の時の月額料金，消費税込

み）②下水道料金（2カ月間の使用量が48㎡の時の月額料金，消費税込み）

③住民票1部交付手数料④体育館使用料（代表的な市区立体育館のバレーボー

ルコート1面を市民18人で日曜日の午後に4時間借りるという条件）

〈高齢化対策等（6項目）〉

①高齢者人口当たり特別養護老人ホーム定員数②同・市区立通所介護施設面

積③高齢者の月額介護保険料④国民健康保険保険料（上限額，均等割額，平

等割額）⑤人口当たり病院・診療所病床数⑥その他独自の高齢者向けサービ

ス

〈少子化対策等（7項目）〉

①就学前児童当たり認可保育所定員数②認可保育所月額保育料③延長保育・

ゼロ歳児保育の実施割合④学童保育の実施割合⑤学童保育月額保育料⑥乳幼

児医療費助成制度⑦その他独自の少子化対策

〈教育（5項目）〉

①市区立学校1校当たりパソコン導入台数及びネット接続率（中学校）②同

（小学校）③非常勤講師の独自採用及び土曜補習の実施状況④人口当たり市

区立図書館蔵書数⑤同・博物館面積

〈住宅・インフラ（8項目）〉

①下水道等普及率②人口当たり公園面積③同・集会施設等面積④世帯当たり

公営住宅等戸数⑤ごみ処理費用⑥住宅助成制度（新規取得）⑦同（増改築）

⑧独自の交通・通信サービス
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3．都市の人ロ規模と行政サービス度（平成14年）

図1都市の人ロ規模と行政サービス度（H14年）
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　平成14年については，前節で示

したように，行政サービス度は，

（1）公共料金，（2）高齢化対策，（3）少

子化対策，（4）教育，（5）住宅・イン

フラ，及び，それらの⑥総合に分

けられる。前回までの「医療・福

祉」が「高齢化対策」と「少子化

対策」に2分されているが，その

重要性に鑑み，妥当な措置である。

　全国市区の全670市区について，行政サービス度の「総合」についてみる

と，図1のようである。200万人を超える市についてやや低下しているが，

全体としては上に凸の傾向性が認められる。表1に示したように，1次式も

有意水準0．01で有意ではあるが，横軸（人口規模）と縦軸（行政サービス度）

をともに対数値とした両対数線形回帰式の方が遙かにフィットがいい。もと

より，t値に見られるように定数項も係数も有意水準0．01で有意である。

表1　都市の人口規模と行政サービス度（670市，全サンプル）平成14年

Y＝a十bX　　Y三Sまたはln（S）、　X＝Pまたはln（P）
S，行政サービス度指標（総合）、P：人ロ数（万人）、Inl自然対数

徴」
総合

回帰式

k’va．St．．

説壁数
1．7，）

明変数サンプ
Y　　　ル数

1．　？s）1；1

項

a　　（　t　　）
7782　（　　3841　）

430　（　　8177）

Xの係
b　　（t　　　）

00438　（　6341

00269　（11846

’ F値　）
00554　　　　　　402　）

01724　　　1403　）

回帰式の

8
F（1、240，001）＝6　742
無印、◎は表3に同じ。

F（2、240，0，01）＝4，695

　この全670サンプルに対して，人口規模で14都市階層に階層化して，その

平均を求めると，表2のようである。これには，ばらつきを見ることができ

るように標準偏差も付け加えておいた。人口規模別に階層化しているので，

面積の標準偏差は大きくなる。また一般に，行政サービス度の標準偏差は人

口規模が小さい階層では大きくなる傾向がみられる。



市町村合併と行政サービス度 （105）－5一

表2都市の人ロ規模別「行政サービス度」（平成14年）

行政サービス度

都市階層
人口数

市区数
人ロ

H143．31
（万人）

i標準儲
面積

H13．10．1

（K㎡）
i標準雛 繕瀞準偏差

1 200万人以上 3 267．5gi 6a24 328．3i 107．93 81，50i 2．65

2 100周200万人未満 7 134．ooi 26．22 524．8i 345．88 82．71i 1．91

3 75－100万人未満 5 88．85i 10．28 347．1 i29279 83．60i 4．53

4 50～75万人未満 14 58．14i 5．68 157．0 i14α58 81．3gi 3．05

5 40～50万人未満 18 44．57i 259 23t9 i26344 80，56i 4．17

6 30～40万人未満 28 34．46i 2．75 24t2 i276旧6 81．04 i　3．83
7 20～30万人未満 44 24．68i 2．97 168．2 i170，33 80．54 i　3．57

8 10～20万人未満 122 13，84i 2．65 115．0 i114．64 80．25i 4．32

9 7．5～10万人未満 69 a56　i 0．71 117．8 i12a45 78．95i 3．81

10 5～75万人未満 146 6」3i 068 107．3 i　92．39 78．40i 4．55

11 4～5万人未満 66 4．45i 0．29 142．3 i摩22．97
　「
76，20i 4．60

12 3～4万人未満 81 3．52i 029 167．1 i132，55 76，3gi 4．26

13 2～3万人未満 56 2．54i 0．26 226」 i182．40 75．07 i　4．03

14 2万人未満 11 1，61； 040 22t9 1202．06 74」8 i　　6．38

670市区平均 計670 1457i 153．4 78．45

行政サービス度
都市階層
人ロ数

公共
料金、、。満点、i庸差

高齢化
対策

（30満点）…

i標縦
標準偏差

教育
（25満点）…

i標準偏差

住宅・i

諏繍i標準偏蓬

1 200万人以上 12．00 i　1つo 17．67 i　o58
1a17i 2．25 12．17i 0．29 21．50i　2』0

2 100～200万人未満 11．71 i　O．76 17．57 i　α98 2q21　i 0．81 13，50i 0．91 19．7准i　1．65

3 75～100万人未満 11．40 i　O．89 17．40 i　　1．34 2t30　i 2．17 13．50i 0．35 20．ooi　3．74

4 50～75万人未満 1t71 i　O．61 17」4 i　　O、86 2α96i 2．04 で3．11i 0．56 1a46｝　1．91

5 40～50万人未満 判．78 i　　O81 17．61 i　　1．14 18．78 i　　　冒，97 12．95i O．86 19．44i　2，31

6 30～40万人未満 11．89 i　1．17 17．25i 1．11 19．8gi 2．09 1325i 0．70 18．75i　1．93

7 20～30万人未満 12，口 i　1．20 17．36i 1」8 19，341 2．16 で3」8i O．95 18．53i　1．75

8 10～20万人未満 12」6 i　to7 17．33i 1．16 19．44i 2．38 13，31i 0．87 18．01i　1－87

9 7．5～10万人未満 1t87 i　1．07 17．30 i　　t22 18．56i 1．85 1322i 0．87 17．ggi　1．79

10 5～75万人未満 1t68 i　　1．40 17．46 i　　t33 18．42 i　　2．35 13．23 i　　O．88 17．611　1．69

11 4～5万人未満 1垂26 i　1，27 17．39 i　　1，20 17．45 i　　2．61 13．30 i　1，07 16．7gi　1．75

12 3～砺人未満 11．04 i　1．45 17．33 i　　1．54 17．88 i　　2．22 13．15 i　α92 噂6．ggi　1£6

13 2～3万人未満 10．75 i　麗 17．54 i　1．31 16．58 i　　2，42 12．85 i　α73 17．35i　1．68

14 2万人未満 10．36 i　　2．20 1791 14．41 i　　2．63 12．86 i　　O．98 18．64i　3．27

670市区平均 羽．61 17．40 18．46 13．19 17．7gi

日経産業消費研究所「全国住民サービス番付2003－04」より筆者作成。

　このうち，「総合」については図2－1に示す。その回帰式を表3の上段

に示す。1次式もフィットしないわけではないが，有意水準0．05で有意とい

う程度で，良好なフィットとはいえない。200万人以上の市がやや低下気味

であるので，これを考慮して2次式を想定すると，表3のように，有意水準

0．01で回帰式は有意であるが，しかし，両対数線形式の方がフィットがさら

にいい。定数項も係数も有意性に問題はない。全体として「上に凸の右上が

り」の傾向を認めることができる。

　「公共料金」については，図2－2及び表3のように，小規模都市から中

規模都市になるにつれて行政サービス度は急激に改善し，人口50－100万都
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図2。1部市の人ロ規模と行政サービス度（H14年）
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図2－3　都市の人ロ規模と行政サービス度（H14年）
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図2－4都市の人口規模と行政サービス度（H14年）
　　　　　　　　　　少子化対策
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雁図2－6都市の人口規摸と行政サービス度（H14年）
　　　　　　　　　　住宅・インフラ
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市で一時低下して，その後再び向上するが，全体としては「総合」と同様に，

「上に凸の右上がり」である。

　　これに対して，「高齢化対策」では，図2－3に示すように，極小都市階
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層において高い行政サービス度がみられ，人口50－100万都市において意外

に低い傾向がみられるので，全体として明確な傾向性を認めがたい。敢えて

いえば，最小都市規模を例外として，右上がりの傾向である。

　「少子化対策」では，表3のように，対数2次式がよくフィットする。ま

た，図2－4のように，人口200万人以上の巨大都市において例外的に低い。

　「教育」については，図2－5のように，最大都市階層を例外とすれば右

上がりの傾向を認めることができる。

　「住宅・インフラ」は，図2～6のように，「総合」と同様に，「上に凸の

右上がり」の傾向がみられる。

　以上より，都市規模と行政サービス度の関係は，僅かな例外を除いて，一

般に「右上がり」の傾向がみられ，右上がりとはいっても，直線的に上昇す

るというよりは，「上に凸の右上がり」であるといえよう。

4．都市の人口規模及び面積と行政サービス度（平成14年）

　都市の人口規模だけでなく面積も行政サービス度に影響すると考えるのが

自然である。表4は，全サンプル670市区と都市階層別14サンプルのデータ

について，人口の他に面積を説明変数として行政サービス度を説明したもの

である。いずれの場合にも，1次式よりは，両対数線形式の方がフィットが

いい。

表4　都市規模（人ロ，面積）と行政サービス度（670市，全サンプルおよび14都市階層別）平成14年

Y＝a＋bX1十cX2、　　y　＝Sまたはln（S）、　X1＝Pまたはln（P）、　X2＝Zまたはln（Z）
S行政サービス度指標（総合）、Pl人ロ数（万人）、Zl面積（K㎡）、ln自然対数

行政サー
ビス：S 回帰式

説明変数

X1，X2
被説明変数

　　Y

サンプ

ル数
自田度調整済（，値、lc（，値
決定係数（F値

回帰式の
有意性

1次式 P、Z S 670 7836　　（　　　3154　）　　　00507　（　7155　　　＞　　－00D42　　（　－3736 00733（27473 ◎

総合

対数線形式
同上・基準化

In（P）Jn（Z In（S） 670 嫁36　（　　　4207　）　　　00271　（12287　　　）　　－00127　　（　－6．368　　　）　　　　　　　　　04199　　　　　　　－021η

02186（94597） ◎

1次式 P、Z S 14 7750　　（　　　　479　）　　　00188　　（　　1477　　△＞　　　00041　　（　　0501　　×）
02410（3064） X

対数線形式
同上・基準化

n（P＞㌻h（Z h（S） 14 439　　（　　　　902　）　　　α0243　　（　8345　　　　）　　－00163　　（　－1624　　△）　　　　　　　　　1045フ　　　　　　　ー02035

08656（42、846） ◎

F（1、240、0　01）＝6　742　　　　　　　　　　　　　　F（2、240，0、Q1）三4　695

F（1、12，0　01）＝9　330、　F（1　12，0　025）＝6　554、　F（1，12，0　05）＝4　747

F（2、11，0　01）＝7　206、　F（2，11，0　025）＝5　256，　F（2，11，0　05）＝3　982
t（12．O　OI）＝3　055、F（12，0　02）＝2　681、F（12　0　05）＝2　179、F（12，0　10）＝1　フ82、F（12，0　20）＝＝1　356

t（11．O　OI）＝3．106、F（12，0　02）＝2　718、F（12．0　05）＝2　201、F（12，0　10）謹1　796、F（12，0　20）＝1　363
無印、◎、△、xの記号は表3に同じ。

表4において，回帰式が有意水準0．01で有意な場合には，面積の係数は全
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てマイナスであり，面積の増大は行政サービス度を低下させることになるが，

これは説得的である。

　対数線形のとき，670サンプルの場合では，人口だけを説明変数とすると

き　（表1）に比べて，面積を追加すると　（表4），自由度調整済決定係数は

0．1724から0．2186に上昇する（ただし，F値は140．3から94．6に低下する）。他

方，都市階層別データによれば，人口だけを説明変数とするときの自由度調

整済決定係数は0．8472であるが，面積を加えると，0．8656に上昇する（ただ

し，F値は73．1から42．8に低下する）。

　両対数線形式については，基準化したデータについても，その係数値を示

しておいた。全670サンプルの場合でも，14都市階層別データの場合でも，

いずれも人口の係数は面積の係数よりも大きい。とくに14都市階層の場合に

は，人口の係数値は面積の係数値の5倍以上も大きい。

　したがって，人口の方が面積よりも行政サービス度に対して大きな影響を

与えることが分かる。しかも，上記のように，面積を説明変数に追加するこ

とによる自由度調整済決定係数の増加は少しであり，しかもF値はかえって

低下することを考えると，説明変数として面積を追加する意味は小さいとい

わざるを得ない。ただ，市町村合併によって，人口も増大するが，同時に面

積も増大するので，その効果もあわせ考慮することも必要であるので，以下

では，面積を説明変数に加えた場合も，補足的に考察する。
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5．行政サービス度の標準値と中国地方各市の行政サービス度の評価

　上記のように，都市規模と行政サービス度の間には，一般に「右上がり」

ないし「上に凸の右上がり」の関係がみられる。したがって，都市規模が大

表5中国地方の市の行政サービス度
　　（総合）の現実値と標準値

（標準値は、人口規模を説明変数とする14都

市階層別両対数線形回帰式による）

標準値 現実値ギ至国順位

1 鳥取市 78．98 80，5i　222
2 米子市 78．87 785i　311
3 倉吉市 7フ．13 83．Oi　108
4 境港市 76．67 76．Oi　　458
5 松江市 78．97 83．0’　　108
6 浜田市 77．01 73・5i　564
7 出雲市 7807 80，5i　222
8 益田市 77．16 79．0’　　289
9 大田市 76．51 75、Oi　　509

10 安来市 76．34 75，0；　509
11 江津市 76．03 71．5i　624
12 平田市 7627 770i　　403
13 岡山市 8L46 78．5i　　311

抵 倉敷市
津山市

80．82

78．11

ll：li　lll

16 玉野市 77．72 75．5i　482
17 笠岡市 77．43 72，0i　613
18 井原市 76．59 77．oi　403
19 総社市 77．36 73．5i　564
20 高梁市 75．87 84．5i　　61
21 新見市 75．94 81．5i　172
22 備前市 76．24 80．0：　243
23 広島市 8249 850、　　　43
24 呉市 79．51 82．5：　　125
25 三原市 7797 735≡　　564
26 尾道市 7819 775i　　375
27 因島市 76．23 74．3i　548
28 福山市 8060 750i　509
29 府中市 76．86 76．5’　432
30 三次市 76．74 76・5i　432
31 庄原市 7571 805i　　222
32 大竹市 7636 78，5i　3判
33 東広島市 78．58 79．oi　289
34 廿日市市 77．83 810i　　198
35 下関市 7985 78．5i　311
36 宇部市 79．22 80．oi　243
37 山口市 78．84 76．oi　458
38 萩市 77．01 80．oi　243
39 徳山市 78．37 805i　222
40 防府市 78．61 800i　243
41 下松市 77．30 78，0i　347
42 岩国市 78．41 78．5i　3灌1
43 小野田市 76．98 79．oi　289
嘱 光市 77．06 8tOi　198
45 長門市 7593 81．5i　172
46 柳井市 76．50 77Di　403
47 美祢市 75．54 82．5i　125
48 新南陽市 7645 800i　　243

全国平均 78．03 78．5i

きければ，行政サービス度が大きいことは，

いわば当然である。したがって，都市規模

との関連において各市の現実の行政サービ

ス度を評価する必要がある。そこで，拙稿

［3］［4］において示したように，行政サー

ビス度の「標準値」を考える。行政サービ

ス度の「標準値」は，その都市規模に対応

する全国平均的な行政サービス度であり，

都市規模を前節までに求められた回帰式に

代入して得られる。

　たとえば，行政サービス度「総合」につ

いて，人口を説明変数とする14都市階層別

両対数線形回帰式を用いる場合には，表3

より，

　ln（行政サービス度「総合」）＝4．3十

〇．02158＊ln（人口，万人）

であるから，これに人口（万人）を代入し

て，対応する行政サービス度を求める。

　このようにして，全国の各市について標

準値を求めることができるが，以下では，

そのうち中国地方各市（回答の無かった竹

原市を除く48市）について考察する。表5

は，行政サービス度「総合」について，中

国地方各市の現実値とその全国670市区内
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順位，及び標準値を示す。この場合，推計式は，人口を説明変数とする14都

市階層別両対数線形回帰式を用いる。48市のうち，全国順位で上位10％は広

島市43位と高梁市61位のみである。上位20％まで拡大すると，倉吉市，松江

市，呉市，美祢市が追加される。逆に下位10％には江津市と笹岡市があり，

下位20％まで拡大すると三原市，総社市，浜田市，因島市が含まれる。

　標準値と現実値の関係をみたのが図3である。現実値は全国平均の周りに

分布しているが，標準値は全国平均より小さい領域に多く分布している（こ

れは人口数の小さい市が多いためである）。45度線より上に位置する市は，

人口規模に見合う標準値よりも行政サービス度が高いことを意味し，45度線

より下は逆である。

　これによると，広島市や高梁市，それに倉吉市，松江市，呉市，美祢市な

ど，現実値の全国順位が上位20％以内の市は，単に現実値が高いだけでなく，

標準値に比してもなお行

政サービス度が高いこと

が分かる。逆に，全国順

位が下位20％にはいる江

津市，笠岡市，三原市，

総社市，浜田市，因島市

などは，その標準値に比

しても現実値が低い。長

門市や庄原市は標準値に

比して現実値が高く，逆

に，福山市や倉敷市は標

準値に比して現実値が著

しく低い。

86

s4

82

80

婁，、

値

76

フ4

72

70

図3　中国地方の市の行政サービス度（総合）の

　　　　現実値と標準値（平成14年）

o広島市

o倉量 r市◇松江市
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　　　　　　　　　鳥取市
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　　　備前市
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　篇◇田書
宏♂一｝

尾道市

三次　　府中 サ

鎌1，市o》大田市 i◇山ロ市
津山市　　◇倉敷市

　　　　　O福山市

o因島市

。。磁◇ 三原市

o 笠岡市
4　線　　　　　　　◇江津市

1

全国平均
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6．行政サービス度の変遷（平成10・12・14年）

　行政サービス水準については，過去2回の同様な調査がある（拙稿［1］

［2］［3］［4］）。その一部を表6・表7に比較のために示す。また，その

うち「総合」については，図4・図5に示す。

　最初に注意を促したように，本稿を含めて3回の行政サービス水準（度）

は全く同じ指標で作成されたものではない。その意味で，厳密な比較はでき

ない。しかし，調査の指標は注意深く選択されており，同じ項目にまとめら

れている指標は，全体としての傾向性を示すものと考えていい。とくに「総

合」については，そのことが当てはまる。

　平成10年（図4），平成12年（図5）及び平成14年（図2－1）を比較す

れば，都市規模と行政サービス水準の関係は，互いに非常に似た傾向を示し

ており，「上に凸の右上がり」という点で一致していることがわかる。した

がって，都市規模と行政サービス水準については，近年，「上に凸の右上が

り」の関係がある，すなわち，都市規模が増大するにつれて，人口規模50万

人程度までは急激に行政サービス水準も上昇し，それ以後も上昇するが，そ

の上昇の程度は緩やかとなる，といってもいいであろう。

　では，都市規模が行政サービス水準に与える影響の程度はどのように変化

しているであろうか。両対数線形回帰式の係数は被説明変数の説明変数に対

する弾力性を意味する。したがって，行政サービス水準の都市規模弾力性

（都市規模が1％変化するとき，行政サービス水準が何％変化するか）は既

に求められている。それを図示したのが図6である。これによれば，平成

12年には弾力性が高いが，平成14年には低下して，全体としては低下傾向に

ある。すなわち，都市規模の変化が行政サービス水準に与える影響は僅かな

がら弱まりつつあるといえよう。
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7．市町村合併の行政サービス度への効果（法定協地域）

　総務省ホームページによれば，平成15年10月1日現在，全国の法定合併協

議会設置数は421，その構成市町村数は1652で全市町村の51．9％である。本

稿では市区の行政サービス度を扱っているので，法定協設置数のうち構成市

町村が町村だけである（市を含まない）ものを除くと225の法定協地域が残

る。ただし，その225のうち，行政サービス度調査に回答していない市が
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10市あるので，これを除いて，215法定協地域について，以下では検討する。

図7－1は，215法定協の中心市について，市町村合併による行政サービ

ス度に対する効果を現実値と標準値に分けてみたものである。横軸は，中心

市の現実値と比較した，合併による行政サービス度の上昇率を示し，縦軸は，

中心市の標準値と比較した，合併による行政サービス度の上昇率を示す。そ

の定義は以下の通りである。

中心市の現実値と比較した，合併による行政サービス度の上昇率（％）

ニ （合併後の行政サービス度一中心市の現実の行政サービス度）／中心市

の現実の行政サービス度

［
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　図7－1　市町村合併の効果（行政サービス度〕
　　　　　　人ロペース．670サンプル・ベース
中心市の行政サービス度が存在する215の法定合併協謹会について
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　図7－2　市町村合併の効果（行政サービス度）
　　　　　　人ロベース、14サンプルベース
中心市の行政サービス度が存在する215の法定含併協議会について
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　図7－3　市町村合併の効果（行政サービス度）
　　　　人ロ・面積ベース、670サンプル・ベース
中心市の行政サービス度が存在する2t5の法定含併協職会について
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　図7－4　市町村合併の効果（行政サービス度）
　　　　　人口・面積ベース、14サンプルベース
中心市の行政サービス度が存在する2t5の法定合併協議会について
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　　中心市の標準値と比較した，合併による行政サービス度の上昇率（％）

　＝（合併後の行政サービス度一中心市の行政サービス度の標準値）／中心

市の行政サービス度の標準値

　ただし，標準値は，人口を説明変数として，670市区サンプルによる両対

数線形回帰式より求めた。

　これによると，現実値と比較した合併の効果（横軸）は，プラス・マイナ

ス半々程度である。しかし，標準値と比較した場合（縦軸）はいずれもプラ

スである。合併によって，中心都市といえども新市になることによって規模

は拡大するので，当然である。

　図7－2は，図7－1に比べて，標準値の推計式を670全市区サンプルで

はなく14都市階層に変更しただけである。結果に大きな違いは見られない。

　図7－3は，図7－1に比べて，標準値の推計に際して説明変数を人口だ

けでなく面積も加えた点だけが異なる。この場合には，図7－1と違って，

縦軸でマイナスの地域も出てくる。その理由は次のとおりである。中心地は

もともと人口規模が大きくて行政サービス度が高いうえに，合併による面積

の拡大は行政サービス度を押し下げる方向に働くのであるが，その面積拡大

による行政サービス度の低下が，合併によって人口規模が拡大して行政サー

ビス度が向上する程度よりも大きいときには，結果として合併によって行政

サービス度は低下することになる。中心地はもともと人口規模が大きくて行

政サービス度が高いのが普通であるので，合併の効果がマイナスとなるケー

スもあることが分かる。規模の小さな市町村では，このような事態は無いも

のと予想される。これについては，次節の都市モデルによるシミュレーショ

ンによって明らかとなる。

　図7－4は，図7－3に比べて，サンプル数を都市階層別にした点のみが

違う。結果に大きな相違はない。
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8，市町村合併の行政サービス度への効果（都市モデルによるシミュレーショ

　　ン）

　平成の大合併の中心は，人口100万人以上の巨大都市のさらなる合併では

なく，中小都市，とりわけ地方の小さな市町村の合併である。したがって，

以下では，人口30万人以下の都市について，上記の分析に基づいて，合併の

行政サービス度への効果を推計する。

　都市モデルとしては，人口30万人，20万人，10万人，5万人，3万人，1

万人の6ケースを扱う。いずれも，現在の日本の状況を反映するものとして

想定されている。たとえば，30万人都市モデルでは，人口15万人の市を中心

にして8万人・3万人の市，2万人・1万人・5千人・3千人・2千人の町

村，計3市5町が合併して，人口30万人の新市をつくるケースを考える。

8．1　人ロベース

　回帰式の説明変数を人口とする場合（人ロベース）と，人口及び面積とす

る場合（人口・面積ベース）とに分けて考察する。はじめに，人ロベースの

回帰式を扱う。

　表8は，人口を説明変数として，670全市区サンプルに基づく両対数線形

回帰式による市町村合併の効果を示す。たとえば，30万人都市モデルの人口

15万市について，標準値は，回帰式（表8あるいは表1参照）に人口15万人

を代入して79．55を求め，同様に，人口30万の新市については，30万人を同

じ式に代入してその標準値81．04を求める。そうすれば，15万市の行政サー

ビス度の改善率1．9％は，次式より求められる。

　人口15万市の行政サービス度改善率

＝
　　（81．04－79．55）／79．55　＝O．019

同様にして各モデル都市の構成市町村について，市町村合併の行政サービ
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表8　市町村合併の行政サービス度（総合）への効果（平成14年）670サンプル両対数線形回帰式
　　一一一・－670サンプル両対数線形回帰式に基づく都市モデル・シミュレーション
　　説明変数：人口、　撰準値＝exp（4．3036十〇．0268　＊　ln（人0、万人））

30万人 肺モデル 20万人 ’玉市モデル 10万人都市モデル
人ロ
（人）

標準値 改蒼率

　％

人口
（人）

標準値
改善率

　％

人口
（人）

標準値 改善率

　％
市1 150，000 ア9．55 t9 市1 100，000 78．69 1．9 市1 50，000 77．23 1．9

市2 80，000 78．22 3．6 市2 50ρ00 7フ．23 3．8 町村1 20ρ00 フ5．36 44
市3 30ρ00 76．18 6．4 町村1 20，000 75．36 6．4 町村2 10，000 73．97 6．4

町村1 20，000 75．36 フ．5 町村2 10，000 73．97 8．4 町村3 5，000 72．60 8．4

町村2 10，000 73．97 9．6 町村3 5，000 72．60 10．4 町村4 5，000 72．60 8．4

町村3 5，000 フ2．60 11．6 町村4 5ρ00 72．60 10．4 町村5 3，000 71．61 9．9

町村4 3，000 7L61 13．2 町村5 3ρ00 71．61 11．9 町村6 3，000 71．61 9．9

町村5 2，000 70．84 14．4 町村6 3，000 71．61 11．9 町村7 2，000 70．84 11．1

町村7 2，000 70．84 13．2 町村8 2ρ00 70．84 11．1

町村8 2，000 70．84 13．2

3市5町村単純平均自 74．79 8．52 2市8町村 単純平均a 73．53 9．15 1市8町村単純平均a 72．96 7．93

30万都市唱 300，000 81．04 20万都市 200，000 80．16 10万都市岨 lOOIOOO 78．69
差。＝b－al 0 6．25 差c；b一ε 0 6．63 差c＝b－al 0 5．フ2

比c／日（％） 1 8．4 比c／a（％） 9．0 比c／a（％〉 1 7．8

5万人都市モデル 3万人 村（都市）モデル 1万人町村（ 都市）モデ レ

人口
（人）

標準値 改善率

　％

人口
（人）

標準値 改善率

　％

人口
（人）

標準値 改善率

　％
市1 30，000 76．18 t4 町村1 10，OOO ア3．97 3．0 町村1 3，OOO 71．61 3．3

町村1 5，000 72．60 6．4 町村2 5，000 フ2．60 4．9 町村2 2，000 70．84 4．4

町村2 5，000 72．60 64 町村3 4，000 72．17 5．6 町村3 1，500 70．29 5．2

町村3 4，000 72．17 7．0 町村4 3，000 71．61 6．4 町村4 1，500 フ0．29 52
町村4 3，000 7L61 7．8 町村5 3，000 71．61 6．4 町村5 1，000 69．53 6．4

町村5 2，000 70．84 9．0 町村6 2，000 ア0．84 7．5 町村6 500 68．25 8．4

町村6 LOOO 69．53 11．1 町村7 2，000 70．84 75 町村7 500 6a25 8．4

町村8 LOOO 69．53 9．6

哺6町杓単純平均ロ 7222 702 8町村単 屯平均a 7165 636 7町村単純平均q 6987 590
5万都市b 50，000 77．23 3万町村畳 30，000 76．18 盲万町村b 10，000 73．97

差c＝b－a o 5．Ol 差c＝b一ε 0 4．54 差c＝b－a 0 4」0
比c／a（％） 6．9 比c／a（％） 63 比c／a（％） 59

ス度への効果を求めることができる。

　表8から分かるように，合併による行政サービス度への効果は小さな市町

村では10％を超えるほど大きい。各モデル都市の構成市町村の効果（改善率）

を単純平均すると，30万都市モデルで8．52％，20万人都市モデルで9．15％，

10万都市モデルで7．93％，5万人都市モデルで7．02％，3万都市モデルで

6．36％，1万人都市モデルで5．90％であり，全体として6～10％程度である。

8．2　人ロ・面積ベース

　回帰式の説明変数として人口だけでなく面積も含む場合（人口・面積ベー

ス）には，合併による面積の拡大は行政サービス度を押し下げる方向に働く

ので，人ロベースの場合に比して，市町村合併の行政サービス度への効果は

低下する。

　人口・面積ベースの場合には，構成市町村の面積をどのように設定するか

という，人ロベースの場合にはない新たな問題が生じる。これに対応するた

めに，モデル市町村の人口規模に対応する平均面積を求める。例えば人口
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10万人の市の面積は，人口9　－11万　表9　モデル市町村の平均面積

人未満の市町村の平均面積135．4k㎡

とする。その結果を表9に示す。こ

れは，現実の市町村の面積から求め

られるものであるので，人口規模と

直接の関係はない。

　表10は，人口と面積を説明変数と

して，670全市区サンプルに基づく

両対数線形回帰式による市町村合併

の効果を示す。たとえば，30万人都

市モデルの人口15万人市について，

標準値は，回帰式（表10あるいは表

4参照）に人口15万人及び面積108．4を代入して79．38を求める。同様に，人

口30万人の新市については，30万人及び面積（3市5町の合計面積）945．5を

同じ式に代入してその標準値78．75を求める。そうすれば，15万人市の行政

表10市町村合併の行政サービス度（総合）への効果（平成14年）670サンプル両対数線形回帰式
　　　一一一670サンプル両対数線形回掃式に基づく都市モデル・シミュレーション
　　　説明変数：人口及び面積、　標準値＝exp（4．3610十〇．0271＊ln（人口、万人）－0．0127＊ln（面積、Kr㎡））

　一モ丁ル
市町村
の人口

人ロ規模（万人）

　（H14．3．31）

平均面積
　（K㎡）

（H13．10．1）

市
　　区

30万人

20万人

15万人

10万人

8万人

5万人

3万人

27．5～32．5万人未満

17．5～22．5万人未満

12．5～17．5万人未満

9～11万人未満

7～9万人未満

4～6万人未満

2～4万人未満

254．4

106．6

1084

135．4

100．7

127．3

19t4

町
　　　村

2万人

1万人

5000人

4000人

3000人

2000人

1500人

1000人

500人

19～2」万人未満

α9～1」万人未満

0．45～0．55万人未満

0．35～0．45万人未満

0．25～0．35万人未満

0．15～0．25万人未満

0．10～020万人未満

0．05～0．15万人未満

0．1万人未満』

78．1

104．5

114．3

125」

125．6

132．6

119．3

1052

89．9

30万人都市モデル 20万人都市モール 10万人都 モデル

人口
（人）

面積
（K㎡）

標準値 改筈率

　％

人口
（人）

面積
（Kr㎡）

標準値
改暮率

　％

人口
（人）

面積
（K㎡）

標準値 改曹率

　％
市1 150，000 114．8 7938 一

〇．8 市1 100，000 131．5 78．38 一
〇．9 市1 50，000 123．0 76．98 一

〇．8

市2 80，000 100．3 78．17 0．7 市2 50，000 123．0 76．98 0．9 町村1 20，000 78．1 75．53 1．1

市3 30，000 175．5 75．58 4．2 町村1 20，000 フ8．1 75．53 2．8 町村2 10，000 104．5 73．85 3．4

町村1 20，OOO 78．1 75．53 4．3 町村2 10，000 104．5 73．85 5．2 町村3 5，000 114．3 72．40 5．4

町村2 10，000 104．5 73．85 6．6 町村3 5，000 114．3 72．40 7．3 町村4 5ρ00 114．3 72．40 54
町村3 5，000 114．3 72．40 8．8 町村4 5，000 114．3 72．40 7．3 町村5 3，000 准25．6 7132 7．0

町村4 3，000 125．6 7t32 10．4 町村5 3，000 125．6 71．32 8．9 町村6 3，000 125．6 71．32 7ρ

町村5 2，000 132．6 ア0．49 11．7 町村6 3，000 125．6 71．32 8．9 町村7 2，000 132．6 70．49 8．3

町村7 2，000 132．6 70．49 10．2 町村8 2，000 132．6 70．49 8．3

町村8 2000 1326 70．49 102

3市5町村単純平均a 日82 7459 57 2市8町村単純平均a 1182 7332 61 1市8町村単純平均a 1167 72．75 50
300000 9455 7875 20万都市1 200，000 11819 7767 100，000 10504 7634

繍 0 8273 416 差c＝b－a 0 lO637 4．35 繍 0 933．7 3．58

比c／a 557 比c／a（％） 593 比o／ 492

5万人都市モデル 3万人町村（都市》モデル 1万人町村（都市）モデル

人ロ
（人〕

面積
（Kr㎡）

標準値
改曹率

　％

人口
（人）

面積
（K㎡）

標準値 改馨率

　％

人口
（人）

面積
（Kr㎡）

標準値 改曹率

　％

市1 30，000 175．5 75．58 一
〇．7 町村1 10，000 104．5 73．85 02 町村1 3，OOO 125．6 7132 0．9

町村1 5，000 114．3 72．40 3．7 町村2 5，000 114．3 72．40 22 町村2 2，000 132．6 7049 2．1

町村2 5，000 判4．3 7240 3．7 町村3 4，000 125．1 7L88 2．9 町村3 1，500 119．3 70．04 2β

町村3 4，000 125．1 7し88 4．4 町村4 3，000 125．6 71．32 3．7 町村4 1，500 119．3 70．04 2．8

町村4 3，000 125．6 7132 5．3 町村5 3，000 125．6 71．32 3．7 町村5 1，000 1052 69．39 3．8

町村5 2，000 132．6 70．49 6．5 町村6 2，000 132．6 70．49 49 町村6 500 89．9 68．23 5．5

町村6 1，000 105．2 69．39 82 町村7 2，000 132．6 7q49 49 町村7 500 89．9 68．23 5．5

町村8 1，000 105．2 69．39 6．6

1市6町村単純平均a 1275 7四2 44 8町村単純平均a 1207 7139 36 7町村単 i平均巴 1117 6968 33
5万郁市b 50，OOO 8925 フ5．07 3万町村b 30，000 965．3 7397 1万町村b 10000 781．8 71．99

差c＝b－a 0 7650 315 差。＝b－a 0 8446 258 差c＝b－a 0 6701 232
比c／a（％） 438 比c／a（嚇 361 比c／a（幼 332
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サービス度の改善率一〇．8％が，人ロベースと同じ方法で求められる。

　表10にみられるように，大きな市（中心市）では，市町村合併によって，

行政サービス度が低下する（改善度がマイナスになる）場合がある。これは，

第7節で述べたように，もともと合併による面積の拡大は行政サービス度を

押し下げる方向に働くのであるが，その面積拡大による行政サービス度の低

下が，合併によって人口規模が拡大して行政サービス度が向上する程度より

も大きいときには，結果として合併によって行政サービス度は低下すること

になる。中心市はもともと人口規模が大きくて行政サービス度が高いのが普

通であるので，合併による人口増加の改善度へのプラスの効果は比較的少な

く，逆に，合併による面積の拡大が改善度にマイナスに働く程度が大きくて，

合併の効果がマイナスとなるケースもある。

　現実の法定協地域については，図7－3及び図7－4で指摘したように，

人口・面積ベースでは，中心市は合併の効果がマイナスになるケースが多かっ

たが，この都市モデル・シミュレーションでは，中心市の中にマイナスにな

るものも見られるが，全体としては，人口・面積ベースの場合においても，

市町村合併の行政サービス度への効果はプラスである。各モデル都市の構成

市町村の効果（改善率）を単純平均すると，30万都市モデルで5．7％，20万

人都市モデルで6．1％，10万都市モデルで5．0％，5万人都市モデルで4．4％，

3万都市モデルで3．6％，1万人都市モデルで3．3％であり，全体として3～

6％程度である。

9．おわりに

　本稿の目的は，平成14年の日本のデータに基づいて，都市規模と行政サー

ビス度の一般的関係を導出し，それによって，市町村合併の行政サービス度

への効果を推計することであった。その主要な結果は以下の通りである。

　（1）都市の人口規模と行政サービス度の関係は，僅かな例外を除いて，一般

に「右上がり」の傾向，とりわけ「上に凸の右上がり」の傾向がみられる。
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　（2）説明変数として，都市規模の指標である人口の他に面積を加えるとき，

人口の方が面積よりも行政サービス度に対して大きな影響をを与える。しか

も，自由度調整済決定係数やF値を考慮すると，説明変数として面積を追加

する意味は小さいといわざるを得ない。ただ，市町村合併による人口増の効

果と面積増の効果は逆方向であるので，両効果をあわせ考慮することも必要

である。

　（3）行政サービス度の「標準値」（その都市規模に対応する全国平均的な行

政サービス度）の観点から中国地方各市をみると，広島市や高梁市，それに

倉吉市，松江市，呉市，美祢市など，現実値の全国順位が上位20％以内の市

は，単に現実値が高いだけでなく，標準値に比してもなお行政サービス度が

高いことが分かる。逆に，全国順位が下位20％にはいる江津市，笠岡市，三

原市，総社市，浜田市，因島市などは，その標準値に比しても現実値が低い。

長門市や庄原市は標準値に比して現実値が高く，逆に，福山市や倉敷市は標

準値に比して現実値が著しく低い。

　（4）平成10年，12年，14年を比較すれば，都市規模と行政サービス水準の関

係は，互いに非常に似た傾向を示しており，「上に凸の右上がり」の関係が

ある，すなわち，都市規模が増大するにつれて，人口規模50万人程度までは

急激に行政サービス水準も上昇し，それ以後も上昇するが，その上昇の程度

は緩やかとなる。

　（5）都市規模が行政サービス水準に与える影響の程度を行政サービス水準の

都市規模弾力性（都市規模が1％変化するとき，行政サービス水準が何％変

化するか）によってみると，都市規模の変化が行政サービス水準に与える影

響は平成10年一一14年の間に僅かながら弱まりつつあるといえよう。

　（6）市町村合併の効果（改善率）について，法定協設置地域の中心市に対す

る効果に限定して考察すると，説明変数が人口だけのケースでは改善率は当

然プラスであるが，説明変数に面積も加えた場合には，改善率はプラス・マ

イナス種々生じる。

　（7）市町村合併の効果を都市モデルによるシミュレーションで考察すると，
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説明変数として人口のみ用いるケースでは，全てのケースでプラスで，各市

町村の行政サービス度に6～10％程度の改善が見られる。

　（8）同じシミュレーションにおいて，説明変数として人口の他に面積を加え

ると，中心都市では僅かなマイナスもみられるが，全体として市町村行政サー

ビス度への効果はプラスであり，3～6％程度の改善が見られる。

（2003．12．　4）
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